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岡山行政法実務研究会　研究会記録（第23回～第26回）
　岡山行政法実務研究会は、ロースクールの教育理念である「実務と理論の架橋」を行政法分野に
おいて実践することを目的に設立された研究会です。当研究会では、自治体職員が行政現場で直面
する法的な課題について、自治体職員、弁護士、研究者、ロースクール学生など様々な立場の会員
が集まり、広く知恵を出し議論することで、岡山ないし中四国地域における行政法理論と自治体実
務の架橋の場としの役割を果たしてきました。今年度は、４回（第23回～第26回）の研究会を開催
することができましたので、その概要を報告させていただきます（なお、講師の所属は、講演当時
のものです。）。また、臨床法務研究第22号には、昨年度までの本研究会の成果として、伊藤昌毅「情
報提供サービスとオープンデータから視た交通」（第19回）が新たに掲載されています。
岡山行政法実務研究会会長　岡田　雅夫（岡山大学名誉教授）　　　 
岡山行政法研究会幹事　吉野　夏己（岡山大学副学長・弁護士）
岡山行政法研究会幹事　南川　和宣（岡山大学教授）　　　　　
第23回　建築確認をめぐる審査請求
日　時：平成30年３月17日（土）14：00～17：00
場　所：岡山大学文化科学系総合研究棟共同研究室
講　師：南川　諦弘氏（大阪学院大学教授・弁護士）
演　題：建築確認をめぐる審査請求ア・ラ・カルト
　南川講演では、長年にわたり自治体法務実務に外部有識者として関わった経験を踏まえ、道路廃
止不承認処分に対する審査請求申立事件と開発許可に関する違法を理由とする建築確認処分の取消
審査請求事件を素材にした上で、前者の事件に関しては、棄却裁決を行った理由について、後者の
事件に関しては、①建築確認権者は、建築計画が開発行為に該当するか否か、仮に開発行為に該当
するとして開発許可が必要か否か、開発許可が必要であるとして許可すべきか否かについて判断す
ることができるか、②建築審査会は開発許可権者が行った開発許可不要判断や開発不許可判断の違
法性を審査できるか、③裁判所は開発許可権者が行った開発許可不要判断や開発不許可判断の違法
性を審査できるかについて、検討がなされた。なお、本講演は、臨床法務研究第22号41頁以下に掲
載されている。
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第24回　条例による規制と憲法
日　時：平成30年６月16日（土）14：00～17：00
場　所：岡山大学文法経２号館法学部会議室
講　師：木下　和郎氏（岡山大学大学院法務研究科教授）
演　題：書評　松村　　亨『憲法の視点から見る条例立案の教科書』（第一法規・2017年）
講　師：田近　　肇氏（近畿大学大学院法務研究科教授）
演　題：散骨規制条例と葬送の自由・死者の尊厳
　木下報告では、まず、自治体職員向けの条例立案に関する実務書の書評として、同書の特徴など
が紹介された後、報告者が本書を推薦する理由として、①今日の政策条例にはその実質的合憲性が
裁判で争われるリスクが多分にあること、②実際に、条例の合憲性について、地方公共団体側の完
全勝訴と言えない判例・裁判例も見出されること、③問題ある政策条例が制定されるのには構造的
要因があること等の指摘が、広島市暴走族追放条例や京都府風俗案内所の規制に関する条例にかか
る最高裁判例に言及しつつなされた。
　田近報告では、条例の憲法適合性について、散骨規制条例を素材にした検討が行われ、わが国に
おける散骨の現状と地方公共団体による散骨規制の具体例を踏まえた上で、散骨規制の合憲性につ
いて、「葬送の自由」の観点から、詳細な検討がなされた。なお、本報告は、臨床法務研究第21号
111頁以下に掲載されている。
第25回　自治体における公文書管理のあり方について
日　時：平成30年９月22日（土）14：00～17：00
場　所：岡山大学文化科学系総合研究棟共同研究室
講　師：定兼　　学氏（岡山県立記録資料館館長）
演　題：岡山県における公文書管理とアーカイブズ
講　師：中村　　誠氏（岡山大学法学部名誉教授）
演　題：国の公文書管理をめぐる最近の動向と問題の所在
　定兼講演では、岡山県立記録資料館の概要、同館における公文書の収集選別基準・選別手順、同
館における公文書の整理と公開の仕組みなどが紹介され、重要な公文書を適切に記録資料館に引き
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継ぐためには、文書管理者が関係課と連携すること、文書管理の実態を十分に把握することなどが
重要であると指摘された。なお、本講演は、臨床法務研究第22号53頁以下に掲載されている。
　中村講演では、公文書管理法の概要が紹介された後、森友学園・加計学園に係る公文書管理問題
と行政文書の管理に関するガイドラインの改正問題を踏まえ、行政文書の正確性確保、保存期間１
年未満文書の取り扱いにかかる問題点、および、公文書作成・保存に関する基本的な考え方につい
て詳細な検討が行われた。なお、本講演は、臨床法務研究第22号69頁以下に掲載されている。
第26回　シンポジウム「これからの自治体法務について」
日　時：平成30年11月18日（日）14：00～17：00
場　所：岡山大学文法経講義棟24番教室
講　師：北村　喜宣氏（上智大学法科大学院教授）
演　題：これからの自治体法務について　慣性、行政ドック、そして条例
講　師：宇那木正寛氏（鹿児島大学学術研究院法文教育学域法文学系教授）
　　　　児島　優香氏（鹿児島大学法文学部）
演　題：自治体における外部法務人材の活用と内部法務人材の育成 ― 都道府県、政令市を中心に
講　師：平田　彩子氏（岡山大学法学部准教授）
演　題：自治体間ネットワークと法の解釈
パネルディスカッションパネリスト：
南川　和宣氏（岡山大学大学院法務研究科教授、コーディネーター）
北村　喜宣氏（上智大学法科大学院教授）
宇那木正寛氏（鹿児島大学学術研究院法文教育学域法文学系教授）
平田　彩子氏（岡山大学法学部准教授）
　北村報告では、「これからの自治体法務について」という全体テーマに関連して、①自治体行政現
場には、地方分権改革以前から、組織の「慣性」が無意識のうちに作用していることから、分権改
革によって新たな法環境が創出されたことも、自治体行政現場においては十分に認識されていない
という問題があること、②この問題を解決するために報告者が提唱した「行政ドック」という仕組
みを導入し、職員の意識改革に成功した自治体もあること、③分権時代の条例論としては、原則と
して、法令の決定内容を暫定的なものと受け止め、自治体は条例により様々な修正を行うことが可
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能であると解すべきこと、④このような解釈に照らして、空家法・住泊法の実施をめぐる様々な条
例がどのように評価されるべきか等について検討がなされた。なお、本講演は、臨床法務研究第22
号93頁以下に掲載されている。
　宇那木・児島報告では、①自治体の法務部署の組織体制、②法務部署における外部法務人材の活
用状況、③法曹資格を有する任期付の職員の法務部署における役割、④法務部署に在籍する一般職
の職員の育成について、都道府県および政令市の現状が紹介された後、自治体における外部法務人
材、任期付職員、法務職員のあるべき役割分担についての考察が行われた。なお、本講演は、臨床
法務研究第22号101頁以下に掲載されている。
　平田報告では、行政法令は行政現場において、実際にどのように実施・執行されているのだろう
かという問題意識のもと、法社会学の観点から、フィールド調査の手法を用いることで、①法令の
適用に関して自治体間ネットワークが存在していること、②自治体間ネットワークにおける自治体
間のやりとりにより、法適用のあいまいさについて、一定の理解が共有され、制度化され、結果と
して処分権限の発動の判断に影響を与えていること、③このような自治体間ネットワークが発展し
た背景等について、分析と検討がなされた。なお、本講演は、臨床法務研究第22号109頁以下に掲載
されている。
　シンポジウムのパネルディスカッションでは、上記３報告を踏まえて、自治体間ネットワークお
いて共有されている行政情報の開示問題、空家対策のバリエーションとして長屋（空住居）の代執
行にかかる問題、空家の即時執行にかかる費用徴収問題、弁護士の資格を有する行政職員に求めら
れる能力等、自治体法務におけるホットな問題が幅広く議論された。なお、本シンポジウムのパネ
ルディスカッションは、臨床法務研究第22号117頁以下に掲載されている。
